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水俣市中期財政計画第２回ローリング 

 

１ 水俣市中期財政計画第２回ローリングの実施について 

  令和４年度（２０２２年度）から令和８年度（２０２６年度）までの５年間を計画期間とし

て策定した「水俣市中期財政計画」は、その後の社会経済情勢の変化、諸制度の変更等に対応

するため、毎年度、ローリングを行うこととしております。 

この度、物価高騰や人件費増等の経費増加、また、主要な普通建設事業の事業計画の変更等、

前回の第１回ローリング時から現在までの変動要因と令和５年度決算状況を反映させ、第２回

ローリングを実施しました。  

 

２ 令和５年度決算（中期財政計画第２年目）の状況 

  原計画策定当時、本市の財政はひっ迫した状況にあり、主に、①不均衡な収支構造（高すぎ

る経常収支比率）、②財政調整基金の残高不足、③市債残高の増高、の３点の改善が急務であ

ると分析しました。 

  令和３年度当初予算を財政健全化へと本市の財政を方向転換する第１年目の予算と位置づ

け、全事業を対象とした事業の見直しを行うとともに、マイナスシーリングを実施するなど、

財政健全化に取り組むとともに、中期財政計画を策定し直して計画的な財政運営に取り組んで

きた結果、令和５年度決算においては、経常収支比率が９１．５％となり、財政調整基金残高

は２２億円まで回復しました。また、増加の一途を辿っていた市債残高は未だ高い水準にはあ

りますが、令和３年度のピーク時から約２２億円の減額となりました。 

  しかしながら、近年の急激な物価高騰、人件費増、市庁舎建替事業等の大規模事業の財源と

した市債の償還による公債費の増加など、本市の財政は決して楽観できる状況ではなく、少子

高齢化、人口減少が進む中、長期的に持続可能な行政基盤を確立する必要があり、そのために

は、公共施設の統廃合や予算執行体制の見直しなど行政のダウンサイジングを図る必要があり

ます。 

   

 ●経常収支比率の推移 

  平成２６年度以降上昇し続け、平成３０年度及び令和元年度に１００％を超過するに至って

いた経常収支比率は、令和３年度に８５．３％まで大きく改善し、令和４年度は８９．６％に、

令和５年度は９１．５％に上昇したものの、過去１０年間で低い水準にあります。 
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 ●基金残高の推移 

  平成２８年度以降、主に財政調整基金の減少により、基金残高は毎年度大きく減少していき

ましたが、令和２年度から増加に転じました。令和５年度基金残高は２２億円であり、今後は、

この水準を維持していくこととします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市債残高の推移 

 令和３年度まで上昇し続けていた市債残高は、令和４年度に続き、令和５年度も減少となり、

２年間で２２億円の減額となりました。しかしながら、未だ高い水準にあり、今後も、幸橋架

替事業や水俣川河口臨海部振興構想事業などの大規模な普通建設事業が続く予定です。 

 一般財源総額に対する公債費充当一般財源の比率を示す公債費負担比率は、１５％以上が危

険ラインとされていますが、本市は、令和５年度において１７．７％と高い状況にあります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本市は、水俣市総合計画に定める基本目標「持続可能な行財政基盤づくり（行政経営）」にお

いて、成果指標の１つとして、令和８年度末までに地方債残高を１４，８８１百万円とする最

終目標を設定しております。普通建設事業の計画的実施を徹底すること等により、必要な事業

を適切に実施しながら、地方債残高を適正な水準まで減少させていく予定です。 
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３ 水俣市中期財政計画（第２回ローリング） 

 

 ⑴ 計画値の推計基準 

  【前提】 

  ① 令和５年度決算を基礎に、令和６年度から令和８年度までの３年間の計画期間の計画値

のローリングを実施します。 

  ② 試算に当たっては、具体的な制度改正が確実なものを除き、原則として、歳入・歳出と

もに現行の行財政制度を基に推計することとします。 

  

 【個別事項】 

  ① 歳入 

   ア 市税（市民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税、入湯税） 

    ・市税は、諸条件を加味して税務課が算定した見込額によっています。 

   イ 地方交付税等（地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

法人事業税交付金、地方消費税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、地方交

付税） 

    ・地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交

付金、地方消費税交付金及び環境性能割交付金については、令和６年度決算見込水準で

推移すると見込んでいます。 

    ・地方特例交付金については、令和６年度は定額減税に伴う減収補填特例交付金の増を

見込み、令和７年度以降は当該交付金の減を見込んだ水準としています。 

    ・地方交付税のうち、普通交付税については、地方財政措置が同水準で推移すると仮定

して、基準財政需要額中地方債償還元利金の額について実際の推移を見込み、また、令

和６年度の算定額を基準に上記市税の算定に用いた増減率を乗じて基準財政収入額の

推移を見込んでいます。 

     また、特別交付税については、令和６年度予算水準で推移すると見込んでいます。 

   ウ 国庫支出金及び県支出金 

     各予算担当部署が見込んだ額を積み上げて算定しています。 

   エ 市債 

     各予算担当部署による普通建設事業、ソフト事業等の執行見込額を積み上げて算定し

ています。 

    

  ② 歳出 

   ア 人件費 

     令和５年度決算額を基準に、原則として、定員管理計画等に基づいて算定した見込額

を計上しています。なお、最低賃金と社会保障費の増を見込み、会計年度任用職員報酬

及び共済費について増額調整しています。 

     また、６５歳定年制が導入されたことに伴い、定年退職者に係る退職手当は、令和６

年度と令和８年度に計上しています。 
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   イ 物件費、維持補修費 

     昨今の急激な物価上昇を考慮して、各予算担当部署が算定した見込額に、２％の物価

上昇率を乗じた額を見込んでいます。 

   ウ 扶助費 

     現行の制度のもと、各予算担当部署が算定した見込額によっています。 

   エ 公債費 

     所要額を積み上げて算定しています。 

   オ 補助費等 

     現行の制度のもと、各予算担当部署が算定した見込額によっています。 

   カ 普通建設事業費 

     個別施設計画及びインフラ長寿命化計画に基づき、所要額を積み上げて算定していま

す。 

   キ 災害復旧費 

     令和７年度以降は事務費等を計上しています。 

   ク 特別会計繰出金、公営企業繰出金及び投資・出資及び貸付金 

     各特別会計及び公営企業から提出された見込額に基づき、個別に算定しています。 

    

 ⑵ 水俣市中期財政計画（第２回ローリング） 

  ① 水俣市中期財政計画（第２回ローリング） 

   上記推計基準に基づいて算定した、水俣市中期財政計画（第２回ローリング）を次に示

します。 

令和５年度は決算額を、令和６年度から令和８年度までの計画期間は推計値を表示して

います。 

   歳入について、令和５年度決算における市税の増加は、大規模太陽光発電設備の新設等

に伴う固定資産税の増額であったため、当該決算額を基準に令和６年度以降は減額を見込

みました。また、普通建設事業予定の見直しに伴い、国県支出金及び市債の見込額の修正

を行いました。 

   歳出のうち、人件費、物件費及び維持補修費については、昨今の人件費上昇及び物価高

騰を加味して推計しました。 

   一方、令和５年度決算における普通建設事業費に係る現計画額と決算額の差異は、主に、

事業を繰り越す必要が生じたことによりますが、本計画においては、繰越しを前提とせず、

計画計上年度に当該年度の予定事業は全て完結すると想定しておりますので、繰越事業が

あったときは、普通建設事業費の変更が生じることとなります。歳入の表の令和５年度の

国県支出金と市債の計画額と決算額の差異は、繰越事業に係る予定財源が未収となったこ

と等によるものであり、普通建設事業と同じく、繰越事業の影響額は、事後のローリング

において修正を行ってまいります。     
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5
3

1
,
5
8
3
,
5
7
5

1
,
3
5
5
,
5
6
1

△
2
2
8
,
0
1
4

2
,
2
7
8
,
3
1
8

1
,
5
8
3
,
9
8
5

1
,
9
8
2
,
9
1
5
予
定
変
更
分
を
修
正
計
上

3
3
4
,
0
7
2

2
8
6
,
6
0
3

△
4
7
,
4
6
9

7
4
,
7
5
1

6
8
,
7
6
1

△
5
,
9
9
0

2
4
,
8
6
0

5
6

5
6

1
,
3
9
6
,
5
6
7

1
,
3
2
8
,
4
2
4

△
6
8
,
1
4
3

1
,
3
6
8
,
5
4
5

1
,
3
4
3
,
4
3
0

△
2
5
,
1
1
5

1
,
4
6
8
,
4
8
6

1
,
4
7
2
,
8
4
0

1
,
4
8
0
,
7
6
2

1
7
2
,
4
7
5

1
6
6
,
6
8
4

△
5
,
7
9
1

1
6
8
,
8
6
2

1
5
6
,
5
9
8

△
1
2
,
2
6
4

2
5
5
,
5
6
2

2
4
9
,
0
8
3

2
4
5
,
8
3
3
担
当
課
に
よ
り
再
計
算

6
0
7
,
1
1
6

5
9
7
,
5
1
9

△
9
,
5
9
7

6
0
7
,
1
4
2

6
2
2
,
8
2
4

1
5
,
6
8
2

6
3
3
,
3
3
6

6
4
4
,
1
6
9

6
5
5
,
3
4
1
担
当
課
に
よ
り
再
計
算

6
1
6
,
9
7
6

5
6
4
,
2
2
1

△
5
2
,
7
5
5

5
9
2
,
5
4
1

5
6
4
,
0
0
8

△
2
8
,
5
3
3

5
7
9
,
5
8
8

5
7
9
,
5
8
8

5
7
9
,
5
8
8
担
当
課
に
よ
り
再
計
算

8
3
3
,
0
5
3

9
2
6
,
2
7
8

9
3
,
2
2
5

8
4
9
,
6
0
0

8
6
2
,
7
7
2

1
3
,
1
7
2

8
6
0
,
3
3
5

9
0
8
,
9
7
2

8
4
6
,
5
5
7

2
0
,
7
6
0

4
0
,
9
1
8

2
0
,
1
5
8

2
6
,
4
2
9

2
6
,
9
9
8

5
6
9

3
9
,
0
5
3

2
4
,
2
9
7

2
4
,
2
9
5
設
備
更
新
・
経
営
計
画
に
合
わ
せ
て
再
計
算

4
0
5
,
6
2
6

4
6
2
,
0
3
3

5
6
,
4
0
7

4
0
9
,
4
5
0

4
0
5
,
8
9
7

△
3
,
5
5
3

4
1
2
,
3
5
3

4
7
9
,
0
0
0

4
5
2
,
0
0
0
交
付
税
参
入
予
定
額
ベ
ー
ス
で
再
計
算

4
0
6
,
6
6
7

4
2
3
,
3
2
7

1
6
,
6
6
0

4
1
3
,
7
2
1

4
2
9
,
8
7
7

1
6
,
1
5
6

4
0
8
,
9
2
9

4
0
5
,
6
7
5

3
7
0
,
2
6
2
設
備
更
新
・
経
営
計
画
に
合
わ
せ
て
再
計
算

3
4
5
,
9
7
6

2
5
2
,
6
1
8

△
9
3
,
3
5
8

2
5
9
,
7
7
6

1
0
7
,
8
6
1

△
1
5
1
,
9
1
5

5
7
3
,
9
3
1

1
4
3
,
2
8
7

1
4
3
,
2
8
7
特
定
目
的
基
金
に
つ
い
て
再
調
整

1
6
,
5
6
6
,
1
3
1

1
5
,
6
8
7
,
9
6
0

△
8
7
8
,
1
7
1

1
6
,
2
8
9
,
3
3
5

1
5
,
6
4
1
,
0
5
0

△
6
4
8
,
2
8
5

1
7
,
5
0
8
,
6
5
0

1
6
,
3
4
1
,
6
3
3

1
6
,
4
5
5
,
2
2
5

歳
入
－
歳
出

3
2
9
,
3
1
1

1
,
1
3
1
,
3
3
6

8
0
2
,
0
2
5

5
5
2
,
7
4
2

1
,
1
9
9
,
5
4
3

6
4
6
,
8
0
1

8
7
0
,
4
1
7

5
4
5
,
8
6
8

3
1
5
,
6
3
5

特
別
会
計
繰
出
金

病
院
事
業

公
共
下
水
道
事
業

基
金
積
立
金

合
　
　
計

国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

介
護
保
険
特
別
会
計

公
営
企
業
繰
出
金

水
道
事
業

補
助
費
等

（
公

営
企

業
繰

出
金

を
除

く
）

普
通
建
設
事
業
費

災
害
復
旧
費

物
件
費

そ
の
他
の
収
入

　
歳
　
入

　
歳
　
出

主
な
修
正
内
容

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

主
な
修
正
内
容

区
分

人
件
費

扶
助
費

区
分

市
税

地
方
交
付
税
等

※
公
営
企
業
繰
出
金
は
、
各
公
営
企
業
に
対
す
る
負
担
金
、
補
助
金
及
び
出
資
金
を
整
理
し
て
い
る
。

※
基
金
積
立
金
は
、
奨
学
基
金
及
び
土
地
開
発
基
金
へ
の
繰
出
金
を
含
む
。

分
担
金
・
負
担
金

前
年
度
繰
越
金

合
　
　
計

使
用
料
・
手
数
料

国
県
支
出
金

市
債
（
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
）

臨
時
財
政
対
策
債

維
持
補
修
費

そ
の
他
の
収
入

寄
附
金

繰
入
金

公
債
費
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② 基金計画  

  財政調整基金は令和５年度決算において２２億円まで回復しましたので、計画期間中は同水

準を保ちます。令和５年度決算剰余金が見込みより多く生じたため、令和６年度に減債基金を

積み増すこととします。本計画の期間は市債償還額増高のピークとなるため、次年度以降の償

還財源とします。その他特定目的基金については、施設の長寿命化のための計画的な修繕の実

施等により減少する見込みとなり、計画期間最終年度の基金残高は、総額４５億円となる見込

みです。 

(単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 市債計画 

 ア 市債発行計画 

   市債発行額は、幸橋架替工事、武道館特定天井耐震化工事、保健センター空調設備改修工

事等の実施により、令和６年度は他の年度と比較して大きくなる見込みで、計画期間中の総

額では、約５２億円となる見込みです。 

 (単位：千円)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

財政調整基金 1,501,431 2,201,883 2,202,693 2,213,503 2,114,313

減債基金 802,866 653,168 1,066,336 867,004 717,672

財政調整機能を
有する基金合計

2,304,297 2,855,051 3,269,029 3,080,507 2,831,985

その他特定目的基金 1,590,680 1,536,691 1,485,173 1,383,365 1,228,181

定額資金運用基金 422,966 425,330 428,177 431,024 433,871

合　　計 4,317,943 4,817,072 5,182,379 4,894,896 4,494,037

区分
決算額 ローリング見込額

計画期間の合計

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 ローリング

公共事業等債 3,800 4,300 2,100 6,400 6,400 23,000

防災・減災・国土強靭化
緊急対策事業債

0 0 0 0 0 0

公営住宅建設事業債 42,400 52,500 124,800 44,640 54,100 318,440

災害復旧事業債 165,600 32,500 62,900 0 0 261,000

教育・福祉施設等整備事
業債

0 0 0 0 0 0

一般単独事業債 106,400 386,400 199,400 43,200 45,200 780,600

過疎対策事業債 467,800 364,700 1,115,000 701,766 936,396 3,585,662

減税補てん債 0 0 0 0 0 0

臨時財政対策債 106,792 48,587 23,570 23,570 23,570 226,089

減収補てん債 0 0 0 0 0 0

水道事業債（出資債） 0 2,200 0 0 0 2,200

計 892,792 891,187 1,527,770 819,576 1,065,666 5,196,991

区　　分
決算額 ローリング見込額
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イ 市債残高見込 

   市債残高は、熊本地震で被災した庁舎の建替事業を実施したこと等により、過去最も高い

水準にありますが、本計画期間においては、必要な事業を先送りすることなく適切に実施し

ながらも、起債額と償還額のバランスを考慮して、普通建設事業の年度割振りを工夫するこ

と等により、計画期間最終年度に１４０億円台までの減少を見込みます。 

 (単位：千円)   

 

 

④ 主要な普通建設事業 

  幸橋架替事業の実施決定に伴う「橋梁整備事業」は、工法の変更及び年度間の事業費組替え

により計画期間総額で１１億円を見込んでいます。 

  「水俣川河口臨海部振興構想事業」は、これまで物価高騰により施工延長を短縮してきた分

を令和７年度及び令和８年度で完成させる計画となっていますが、国・県との協議結果により、

一部先送りとなる可能性もあります。 

  その他、下表の「主な修正理由」記載のとおり、全事業について見直しを行った結果、普通

建設事業全体で、計画期間中の総額が約８６億円となっています。 

(単位：千円) 

 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

前年度 残高 19,601,640 18,589,497 17,408,565 16,867,152 15,658,356

借 入 額 892,792 891,187 1,527,770 819,576 1,065,666

元金償 還額 1,904,935 2,072,119 2,069,183 2,028,372 1,992,376

年度末 残高 18,589,497 17,408,565 16,867,152 15,658,356 14,731,646

区　分
決算額 ローリング見込額

計画期間の合計

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 ローリング

水俣川河口臨海部振興
構想事業

378,442 318,257 318,794 465,000 540,000 2,020,493
物価高騰を加味して再計算
Ｒ７、８年度に遅滞分を全実施

スポーツ施設改修・更
新等事業

141,246 387,717 274,730 33,583 34,847 872,123 体育館空調について実績に合わせて修正

公営住宅施設改修・更
新等事業

81,842 101,655 230,708 97,341 113,279 624,825
令和６年度実施予定設計業務の１年先送り
予定後ろ倒し実施による再計算

袋インター関連道路改
良事業

151,508 47,042 119,935 201,100 373,800 893,385 資材高騰、人件費高騰により事業費増加

文化会館施設改修・更
新等事業

638 6,226 9,176 74,244 58,229 148,513 事業見直しによる修正

学校施設改修・更新等
事業

18,282 9,066 206,923 108,994 81,838 425,103 事業見直しによる修正

市内一円市道維持補修
費

51,723 39,304 84,913 83,082 80,000 339,022
補修工事遅滞を招かないよう、必要な予算
を確保

築地・丸島町線補修事
業

30,253 0 113,216 0 0 143,469
令和６年度事業終了
工法変更による修正

徳富蘇峰・蘆花施設改
修・更新等事業

4,168 1,408 7,797 21,050 3,000 37,423 事業見直しによる修正

牧ノ内・大迫線道路改
良事業

13,599 13,599 2,544 30,100 50,100 109,942 令和６年度事業を縮小、後ろ倒し

観光関連施設改修・更
新等事業

2,265 51,345 3,473 16,197 13,473 86,753
財源の調整難により、事業を縮小、後ろ倒
し

橋梁整備事業（幸橋架
替事業等）

13,190 28,163 548,553 137,338 377,053 1,104,297 工法変更等による修正

その他の事業 490,068 351,779 357,556 315,956 257,296 1,772,655 －

普通建設事業総額 1,377,224 1,355,561 2,278,318 1,583,985 1,982,915 8,578,003

区分
決算額 ローリング見込額

主な修正理由


